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施策 3 子育て支援の充実 関係課 町民福祉課　窓口・医療係/生涯学習課　生涯学習係

月 19 日

基本
目標

Ⅰ 誰もが安心でき安全でゆとりを感じるまち 主管課
名称 子育て健康課

課長

施策マネジメントシート（2018年度の振り返り、総括） 作成日 2019 年 6

意図

1 子どもの健康増進 町内の子ども 健康に育つ。

2
子育てするための環
境の充実

保護者・子どもを望む人
基
本
事
業

基本事業名 対象

4
青少年の健全育成
支援

青少年

安心して出産、子育てできる。

3
子育てのための経済
的な支援

保護者・子どもを望む人
子育ての経済的な負担が軽減され
る。

地域に見守られ健やかに成長す
る。

2016年度(H28) 2017年度(H29) 2018年度(H30) 2019年度(R1) 2020年度(R2) 2021年度(R3) 2022年度(R4)

Ａ
実績値 89.9 85.9 89.4

目標値 90.5 91.0 91.5 92.0 92.5 93.0

79/--

目標値 89/1.33 86/1.35 83/1.37

実績値 89/1.32 71/1.12

80/1.39 77/1.41 74/1.43

目標値

実績値

目標値

実績値

指
標
設
定
の
考
え
方
と

実
績
値
の
把
握
方
法

A）直接的な設問であり、数値が高まれば目的が達成されているといえるため成果指標とした。
町民アンケート（翌年度実施分）により把握（18歳未満のお子さんがいる方が対象）
※自分の子どもが心身ともに健やかに育っていると感じていますか。→「感じている」、「どちらかといえば感じている」と回答した人の割合
B）数値が高まれば、安心して子どもを産み育てられるようになっているといえるため成果指標とした。
人口動態統計により把握
※1月～12月の数値（出生数の速報値6月中旬発表、合計特殊出生率は9月発表）

目
標
値
設
定
の
考
え
方

A）既に高い割合となっており、今後大幅な増加は見込めないが、子育て支援サービスを更に充実させ、2022年度には93％を目指す。
B）過去の実績値の推移から、成り行きでは毎年4人ずつ減少することが予測される。減少人口を3人に抑制し、2022年度には74人を目指す。

目標値
E

実績値

施
策
の
成
果
指
標

区分

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・子育ての不安解消、情報交換、ストレス解消等ができる場に積極的に参加す
る。
・基本的な生活習慣を身につけさせたり、健康診査や予防接種などを受けさせ
るなど、親としての責任・義務を認識して子育てに取り組む。
・子どもたちに声をかけたり、子どもを育成する活動に参加するなど、子どもを見
守る活動に協力し、地域全体で子育て支援に関わる。

・子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推
進する。
・健康診査や事後教室において、充実した相談支援を行う。
・子育てと仕事の両立を支援する。
・保護者への経済的な支援を行う。
・青少年育成関係機関・団体が行う活動の際、協力者に対して存在意義等
を周知し、理解を浸透させ活動を活性化させる。
・放課後子ども教室の更なる充実を図るため、各教室の実態やニーズを適
時把握し、適切な支援を行う。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

１．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化するか？ ２．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

・2015年4月に子ども・子育て支援法が施行され子育て全般の支援対策の方法
論的な指針が示された。
・町の出生数が減少している。
・ＳＮＳ等インターネット環境の普及による急速な情報化社会の広がりは、子ども
達の意識や行動に大きな影響を与え、子どもたちを取り巻く環境、抱える問題を
より複雑化させる。

・子育てに関する要望が増えており、保育ニーズの多様化に伴い対応でき
る質の高い保育体制が求められている。
・子育て支援センターなど、親子で利用できるとともに仲間づくりや気楽に
相談できるような場が求められている。

施
策
の
目
的

対象

①町内の子ども
②保護者・子どもを望む人

意図

①心身ともに健やかに育つ。
②安心して子どもを産み、育
てられる。

単位

人

％

出生数/合計特殊出生率

自分の子どもが心身ともに健やかに育って
いると感じる保護者の割合

成果指標名

Ｄ

Ｃ

Ｂ

施策の
基本方針

・特に配慮が必要な子どもを含め、すべての子どもの健康増進及び健全育成を推進します。
・子育てを支援する体制やサービスの充実により子育てしやすい環境づくりを推進します。
・子どもを社会全体で見守り、育てる環境を充実させます。
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施策 3 子育て支援の充実 主管課
名称 子育て健康課

課長 上村　真弓

目標値を多少下回った。

目標値を大きく下回った。

②
他
団
体
と
の
比
較

かなり高い水準である。
①平成29年の合計特殊出生率は全国平均より0.31ポイント下回っており、群馬県平均と比較しても0.35ポイ
ント下回っている。
　
合計特殊出生率 ：  全国 1.43　 群馬県 1.47 みなかみ町 1.12　沼田市 1.42 片品村 1.89 川場村 1.13
                           昭和村 1.44 中之条 1.07　東吾妻0.96

どちらかといえば高い水準である。

ほぼ同水準である。

どちらかといえば低い水準である。

かなり低い水準である。

4

①放課後等の居場所づくりとして町内全小学校に放課後子ども教室
が設置され、それぞれに地域特性を活かした活動を行っている。そ
の中で運営に当たるスタッフが不足している。
②子育連活動に於いて、少子化の影響から地区子ども会の休止、ま
た保護者の都合から地域行事の取りやめなど、改めて地域で子ども
を育てる意識を向上させる必要がある。

①生涯学習フェスティバルや生涯学習だよりを活用し、活動内容を広く周知
することで協力者の増加に繋げ、地域の教育力を効果的に活用する。
②地域で子どもを育てる意識を更に向上させるため、青少推のあいさつ運動
や電車内パトロール等引き続き継続する。
③子ども会が廃止や活動休止となる前に、統合など存続の可能性を探り適切
な支援を行う。

今
後
の
課
題
と
取
り
組
み

（
案

）

子育てするための環境の充実

子育てのための経済的な支援

青少年の健全育成支援

児童手当などのほかに、町単独の出産祝金、入学支援金、子
育て家庭住宅新築補助金、保育料等、結婚～妊娠～出産か
ら子育てまでの総合的な経済的支援策を講じてきているが、
子育て家庭等へのより一層の周知が必要である。

①出生届時に配布する「子育てガイドブック」や広報等を活用
し、子育て世代に対し情報発信を行い、子育て支援制度の利
用促進を図る。
②令和元年10月より3歳児から5歳児の保育料を無償化し経
済的な支援を行う。

今後の課題 今後の取り組み（案）

1

①スマホ世代の親の増加により、スマホから子育て情報を入手する
だけでなくスマホで遊ばせることが多くなり、子どもの要求をキャッチ
することが難しかったり子どもとの遊びを通してコミュニケーションを取
れない親が増加している。
②受診勧奨により健診受診率が向上している数値を維持していくこと
が必要となる。

①健康相談・健診等で育児におけるスマホの上手な使い方やスマホが育児
へ及ぼす影響、子どもとの遊び方などを親に伝える。また、子育て支援セン
ターなどの親が集まる場所においても保健師が指導する。
②広報などにより乳幼児健診の必要性を周知する。また健診未受診者につ
いては再通知や電話・家庭訪問などを実施し、受診勧奨とともに虐待防止を
含めて状況確認を行う。

2

①子育ての総合的な窓口となる家庭総合支援拠点を設置する必要
がある。
②子育て支援センターや子育てひろば等の運営内容の充実。
③町内こども園３園の受入体制を含めた環境整備や保育の質の向
上。

①子育て世代包括支援センターと要保護児童対策地域協議会を総合した体
制を整備してワンストップサービスの提供を行う。
②親子の交流の場や子育てに関する情報の提供・相談・講習会など内容の
充実を図り支援していく。
③保育無償化に伴いより一層の保育の充実が求められる。保育士を対象に
した研修会等を実施し各こども園が健全・安全で安定した運営ができるように
支援する。

3

基本事業名

子どもの健康増進

施
策
の
成
果
水
準
の
分
析
と
背
景
・
要
因
の
考
察

実績比較 背景・要因

①
時
系
列
比
較

かなり向上した。
①自分の子どもが心身ともに健やかに育っていると感じている保護者の割合は、平成29年度85.9％から平
成30年度89.4％と3.5ポイント上昇しており、比較的高い水準にある。地区別にみると、月夜野地区で90.5%
と高い割合となっている。
②出生数は平成28年89人、平成29年71人、平成30年79人であり、平成29年から平成30年では増加してい
る。合計特殊出生率については平成28年度1.32、平成29年度1.12で0.2ポイント減少した。

どちらかといえば向上した。

ほとんど変わらない。（横ばい状態）

どちらかといえば低下した。

かなり低下した。

③
目
標
の
達
成
状
況

目標値を大きく上回った。
①自分の子どもが心身ともに健やかに育っていると感じている保護者の割合は、目標値91.0％に対して実
績値は89.4％と下回った。要因として、20代保護者の実績値が88.9％と低いことが影響している。
②出生数は、79人で目標値の86人の目標値を下回った。

目標値を多少上回った。

ほぼ目標値どおりの成果であった。

4

基
本
事
業
の
成
果
指
標

3

101.0/97.6

目標値

実績値

目標値

実績値

99.3

74.7

目標値

実績値

目標値

実績値

％

％

75.882.6

基本事業名

子どもの健康増進

99.5 99.6 99.7 99.8

1

2

99.4

75.4 75.6 75.8 76.075.0 75.2

目標値

実績値

76.8 76.6 76.4 76.277.2 77.0

75.280.9

目標値

実績値

目標値

実績値

31.5 32.0 32.5 33.030.5 31.0

37.335.9

目標値

実績値

成果指標名

発達状況が確認できた保護者の
割合

健康診査受診率（1歳6ヶ月児/3歳
児）

％

％

子育てするための環境の充実

子育てのための経済的な支援

青少年の健全育成支援

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

青少年の育成活動を行っている町
民の割合

出産や子育てをする上で、経済的な負担に不安
を抱いている町民の割合（出産・子育てに不安を
感じている人のうち）

ゆったりと過ごせる時間のある保護
者の割合

％

94.0/96.0 94.5/96.5 95.0/97.0 95.5/97.593.2/95.0

99.398.399.2

93.5/95.5

77.2

30.9

2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度2016年度区分単位

90.7/98.3 94.6/98.0



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 8 10 元 6 20

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

3歳以下の乳幼児とその保護者を
対象に発育・発達状況の確認、疾
病の早期発見、育児不安の軽減や
解消を図る。

未受診者には電話による受診勧
奨や家庭訪問により発達状況の
把握をしている。対象者数に応じ
てスタッフを多く配置した。

事業費 2,493,262 円事務事業 000001 乳幼児健診事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進 開催回数・受診人数

目 2 52･504 48・548
回・
人

平成 30 8 2 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 健康推進 係

未受診のため発育発達および育児状況が確
認できない乳幼児がいる。
健診の待ち時間が長いと意見がある。

受診率は増加しているが、１０
０％にはならないので、今後も継
続して実施していく。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

乳児を対象に発育・発達状況の確
認、育児不安の軽減や解消、母乳
育児の推進、地域の仲間づくりを図
るために相談を行う。

対象者数に応じてスタッフ数を増
やす。お母さん達がゆっくり相談
できる環境を整える。

事業費 222,130 円

6 10

事務事業 000002 母乳相談・乳児相談事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進

乳児相談参加率・母乳相
談相談者数

目 2 72.0・35 60.0・20
％・
人

平成 30 8 20 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

参加率が低い。
また参加率が上昇すると会場の混
雑や待ち時間が増え、保護者の負
担感が増す。

乳幼児相談の参加率が低いの
で、新生児訪問等を活用し周知
の徹底を図る。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

妊娠届出をした妊婦に対し、母子健
康手帳を交付する。母子健康手帳
の使用方法を含め、妊娠・出産に関
する保健指導を実施する。

週２回交付した。事前予約により
子育て世代包括支援センターに
おいて交付日以外も対応した。
保健事業予定表や病院等で交
付日のチラシを配布し周知した。

事業費 106,868 円

6 12

事務事業 000003 母子健康手帳交付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進 母子健康手帳交付数

目 2 83 82 件

平成 30 8 16 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 健康推進 係

交付に合わせて保健師が説明及び
相談を行っているが、交付日以外
の対応についてスタッフの確保が難
しい。

次年度も同様に実施する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績感染症の蔓延並びに、感染症によ

る重度障害・死亡を予防のために
各種予防接種を行う。

麻しん風しん混合ﾜｸﾁﾝ予防接種
は、接種期間2か月前に個別接
種勧奨実施し、接種率が感染予
防の目標値の95%を上回った。

事業費 20,730,792 円

6 10

事務事業 000004 乳幼児等定期予防接種事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進

定期予防接種（乳児～高
校３年生）の接種者数

目 2 2,328 2,405 人
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 健康推進 係

H29年度麻しん風しん混合ﾜｸﾁﾝ予
防接種第1期が感染症蔓延を予防
する95%以上に達していない。日本
脳炎第2期接種率も低く、個別に接
種勧奨をしても接種率が上昇しな
い。

日本脳炎の接種率を上げるた
め、予防接種に対して保護者の
関心の高い年齢（年少・年中児）
を対象に接種勧奨をする。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 29 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 29 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 8 14 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

幼児および小学生の親子が料理を
通し共通の食体験を持つことで、食
事や健康に対する関心を高め学童
期からの正しい生活習慣の確立を
目的にする。

基本的な調理方法と食育推進計
画の目標値を達成できるような
内容で実施した。

事業費 148,566 円

6 20

事務事業 000005 親と子の料理教室事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進 開催回数・参加人数

目 2 5・91 6・217
回・
人

平成 30 8 14 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

①学校行事や地区行事等があり、
教室を開催できる日数が限られる。
②多くの親子に参加して欲しいが受
け入れられる人数に限りがある。

多くの親子に参加してもらえるよ
うに開催時期や内容を検討する

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

食事や健康に対する関心を高め幼
児期からの正しい食習慣の確立を
目的として、こども園の年長児を対
象に講話、調理実習、試食、保護者
へのアンケートを実施する。

①調理実習が無理であれば、講
話だけでも実施できないか園と
協議した。
②調理器具等は、園にあるもの
は使用させてもらえるように相談
した。

事業費 54,726 円

6 17

事務事業 000006 親と子の食体験講習会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進 開催回数・参加人数

目 2 2・48 2･54
日・
人

平成 30 8 16 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

①園児数が多い園では一度に実施
できないため、実施方法が課題であ
る。
②各園に出向いて実施しているた
め、調理器具等を全て持参しなけれ
ばならない。

①実施していない園において、
開催できるよう園の体制整備を
支援する。
②調理器具等は、町のものを持
参して対応する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績ロタウイルス感染症による重症化を

予防するためのワクチン接種費用
の助成を行う。

保護者が予防接種の目的等を
理解し、自ら接種の有無の判断
ができるよう、新生児訪問を通じ
て情報提供を行っていく。

事業費 887,500 円

6 10

事務事業 000007 ロタウイルス予防接種費用助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進 接種者数

目 2 131 132 人

平成 30 8 16 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

任意の予防接種であるため、接種
費用がかかる。また、定期予防接種
を比べるとより保護者による接種の
有無の判断が必要になってくる。

今年度と同様に実施していく。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

発達相談会は発達の気になる児を
持つ保護者を対象に心理士等の専
門職による療育相談及び指導を行
う。コンサルテーションは園等の職
員に対して児への支援方法を指導
する。職員研修の開催(平成26年度
から)。

年度当初に日程調整を行い専門
職の確保を行った。新規と継続
で相談票の様式を変え対象児の
変化を把握した。こども園と連携
することで相談内容を保育に生
かすことができた。

事業費 409,907 円

6 14

事務事業 000008 発達相談会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進

コンサルテーション実施回
数・対象人数（延）

目 2 72・198 51・144
回・
人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

開催回数の増加に伴い専門職の調
整が難しい。

今年度と同様に実施する。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 28 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 8 16 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

発育発達の気になる乳幼児とその
保護者を対象とし、作業療法士・療
育支援員、臨床心理士等の専門職
による遊びを中心とした集団活動を
行う。

こども園と連携し、園からも必要
な児へのお誘いをしてもらった。
保護者の心配に対しては、教室
利用中の育児相談や別日に相
談日を設け、育児不安の解消に
努めた。

事業費 752,783 円

6 10

事務事業 000009 のびのびサークル事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進 開催回数・参加人数（延）

目 2 24・368 24・220
回・
人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

教室への参加を促しても参加しない
児の割合が多い。参加人数が多す
ぎると、終了時間が遅くなる。

３園だけでなく小学校と連携し、
参加している保護者の就学への
不安が改善するよう支援する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

町内で生まれた新生児に対し、心
身ともに健やかに育つように木のぬ
くもりを感じる誕生祝いとして木のお
もちゃとウッドスタートの冊子を支給
する。

課題なし。

事業費 234,000 円

6 20

事務事業 000010 誕生祝品支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進

支給者数
※平成28年9月より事業開
始
　 平成28年度は総合戦略
課予算

目 1 82 78 人

平成 30 8 10 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし。 今後も継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

生後２か月児の家庭を保健推進員
が訪問し、子育てに関する様々な不
安や悩みを聞き、地域の中で子ども
が健やかに育成できる環境整備を
図る。同時にブックスタート運動を行
う。

保健推進の総会において家庭訪
問での観察のポイントを説明し、
日々の訪問時に活用してもらうよ
うに伝えた。

事業費 135,540 円

6 20

事務事業 000011 乳児家庭全戸訪問（おめでとう訪問）事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進 訪問数・出生数

目 2 70・77 77・81
件・
人

平成 30 8 10 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 健康推進 係

・母親たちの相談に応じるために保
健推進員の研修が必要である。
・居住地が町外のため保健推進員
が訪問できないケースがある。

保健推進員の研修等で訪問時に
困ったことの事例検討等を通して
対応方法を学んでいくけるように
する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

地区担当保健師が早期に家庭訪問
することで、児の状態把握と産婦の
不安軽減を行う。里帰り先の市町村
への訪問依頼及び他市町村からの
依頼による訪問を実施する。

基本的には地区担当保健師が
訪問するが、第２子以降の特に
問題ないケースについては臨時
保健師に訪問を実施してもらっ
た。特に問題なく訪問が行えた。

事業費 37,804 円

6 20

事務事業 000012 新生児訪問事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進

産婦訪問の延べ数・新生
児訪問の延べ数・乳児訪
問の延べ数

目 2 85・76・16 83・63・22 人
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

常勤保健師の業務が煩雑なためタ
イムリーな訪問が難しいが、地域に
雇いあげできる助産師や保健師等
がいない。

今後も同じように訪問の振り分け
を実施していく。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 17 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 21 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 13 ～ 年間

平成 30 8 10 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

にこにこくらぶと協働で月１回実施
する。ベビーマッサージの間、上の
子はにこにこくらぶスタッフが保育を
してくれる。

にこにこクラブスタッフの方々に
声をかけて上の子の保育等をお
願いしている。

事業費 116,658 円

6 20

事務事業 000013 ベビーマッサージ事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 子どもの健康増進

ベビーマッサージ開催回
数・参加人数（延）

目 2 12・122 12・123
回・
人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

にこにこくらぶと協働で実施している
が、ここ数年担当者が変わったた
め、協働でやっている効果があまり
ない。

今後も継続して実施していく。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績みなかみ町母子会（事務局：みなか

み町社会福祉協議会）の活動に対
して補助金を交付する。

社会福祉協議会が中心となって
行っている事業だが、子育て支
援係窓口においても、入会募
集、イベント参加募集等のチラシ
を配布するなどサポートしたが、
期待する母子会の周知はできな
かった。

事業費 173,000 円

6 20

事務事業 000001 母子会活動支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 会員数

目 3 29 8 人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

ひとり親の数に対して会員数はまだ
まだ少なく、母子会の周知が課題。

社会福祉協議会と連絡を密に取
り、情報共有をして母子会の周
知の方法を検討したい。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

にいはるこども園の子育て支援事
業として、子育て支援センターを運
営。町の子育て支援の拠点として地
域支援活動の実施を行う。NPO法
人みんなの太助さんに運営委託。

今年度についても、新しいスタッ
フが入ることはなかった。今後は
新規スタッフが加入することが望
まれる。

事業費 7,860,000 円

6 20

事務事業 000002 子育て支援センター管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 支援センター開館日数

目 1 242 243 日

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

スタッフ増員をしたいが、募集をして
も見つからない現状がある。長い目
で見れば、ボランティアの育成が効
果はあるが、現状打破は難しい。

継続して募集を行い、またボラン
ティア育成についても積極的に
行うように努める。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

子育て支援団体の活動に対して補
助金を助成し、子育て支援のため
の環境づくりを推進し、遊び場の提
供や、育児相談を実施し、地域の子
育てを支える。

各団体の交流の場を模索した
が、お互いの団体が多忙で困難
であった。マンパワーの増員も困
難であった。

事業費 11,372,000 円

6 20

事務事業 000003 子育て支援団体活動奨励事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 交付件数

目 1 3 3 件
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係 居場所づくりはマンパワーが必要で

あり、現状としては不足している。今
年度からの町全体の居場所づくりを
イメージしていきながら関係者の交
流を図る必要がある。

今後の継続も考慮し、後継者探
しや、各団体の情報交換の場を
作っていきたい。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 8 20 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

妊娠届出をした妊婦およびその夫
に対し、妊娠・出産・育児に対する
知識を普及し、地域の仲間づくりを
すすめる。

お産の経過や沐浴体験について
は夫の受講を勧めた。安心して
出産するために必要な情報を提
供となった。

事業費 155,403 円

6 12

事務事業 000005 両親学級事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

両親学級開催回数・両親
学級参加妊婦数(延)・両親
学級参加者数(延)・

目 2 3・51・79 3・47・76
回・
人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係 妊娠届出の減少から、両親学級の

参加者数が少ない。新生児訪問
時、両親学級に関するアンケートを
とり、時期および内容を検討し参加
者数の増加をはかる。

今後も継続して実施していく。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

妊婦及出産後１２か月までの産婦
に対し、妊娠・出産・母乳育児に対
する不安の軽減やストレスの解消
及び地域の仲間づくりを行う。

母子健康手帳交付時及び新生
児訪問時パンフレットを用いて事
業の説明はしている。

事業費 95,150 円

6 12

事務事業 000006 ママヨガ教室事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

開催回数・ママヨガ教室延
べ参加者数（妊婦・産婦）

目 2 11・27・91
11・23・

104
回・
人

平成 30 8 14 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

会場が新治地区での開催のため、
水上地区からは遠い。身近な場所
になるよう子育て支援ｾﾝﾀｰの利用
を進めていく。

母子健康手帳交付時及び新生
児訪問・乳児相談等で周知をし
ていく。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

都市公園に係る維持管理事業であ
る。

なし

事業費 86,020 円

6 21

事務事業 000008 蟹枠児童公園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 修繕箇所数

目 4 1 1 箇所

平成 30 8 14 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 8 項 4

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 地域整備 課 都市計画 係

課題無し
公園内施設（トイレ）の老朽化が
顕著なため更新を検討

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

都市公園に係る維持管理事業であ
る。

なし

事業費 447,401 円

6 21

事務事業 000009 真政河原児童公園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 修繕箇所数

目 4 1 0 箇所
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 8 項 4

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 地域整備 課 都市計画 係

課題無し
安全に利用できるよう、管理しま
す。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 25 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 30 ～ 2 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 29 ～ 年間

平成 30 8 13 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

H26年度中に「みなかみ町子ども・子育て支
援計画」（H27年度から５カ年計画）を策定す
るにあたり、「みなかみ町子ども・子育て会
議」を設置し、住民ニーズと併せて、見識者
の意見を反映させる。また策定後のH27年度
からは計画の進行状況を確認、評価、見直し
をする。H32からの第2次計画の準備をする。

計画策定前年度にあたり、ニー
ズ調査結果の提示を行い会議を
実施した。

事業費 36,344 円

6 21

事務事業 000010 子ども・子育て会議運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 会議開催件数

目 1 1 1 件

平成 30 10 24 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

異動等により新たに委員に就任す
る方も出てくることから、今後の子
育て支援策を話し合う上で、計画策
定段階の経緯をうまく説明していく
必要がある。第1次計画の反省等、
住民の意識を問うアンケート内容の
検討。

計画策定にあたり複数回の会議
を開催し、意見を反映させるよう
努める。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

第2期子ども・子育て支援事業計画
を策定するためのニーズ調査の実
施及び集計並びに子ども・子育て会
議の開催。

ニーズの基礎調査業務を外部委
託により実施した。

事業費 1,490,400 円

6 21

事務事業 000011 子ども・子育て支援計画策定事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 調査回数

目 1 1 1 回

平成 30 8 20 元

事業
期間

選択してください 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

ニーズ調査の集計に膨大な時間を
要し、課員のみで通常業務を継続し
ながら行うことは困難である。

基礎数値をベースとした推計な
どの専門的な知識や、資料･情
報の収集整理や計画のとりまと
めなどを業務委託により実施す
る。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

妊娠・出産・育児に関する健診記録
等を利用者が自ら入力できるように
することで、母子の健康管理に役立
てるスマートフォン向け携帯アプリを
構築し活用する。

利用者へのダイレクトメール及び
ホームページにより休止案内を
行った。

事業費 6,200 円

6 19

事務事業 000012 あんしん出産子育て支援アプリ管理事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 登録件数

目 2 105 105 件

平成 30 8 20 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

民間アプリの開発等により、登録件
数が増加しない。また情報の発信
方法が使いにくく発信件数が増えな
い。

休止

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

出産後の母親の精神的・肉体的不
安を軽減するため、母子に対する心
身のケアや育児サポートを実施す
る。

母子健康手帳交付時及び新生
児訪問時パンフレットを用いて事
業の説明をした。

事業費 32,000 円

6 12

事務事業 000013 産後ケア事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

利用者数（実）
利用延日数

目 2 ２・８ １・２
人・
日

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 要綱 組織 子育て健康 課 健康推進 係

平成29年度新規事業のため周知が
必要。

母子健康手帳交付時及び出産１
か月前の電話訪問等で周知をし
ていく。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 29 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 53 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 21 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 20 ～ 年間

平成 30 8 20 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

妊娠期から子育て期にわたるまで
の母子保健や育児に関する悩み等
に円滑に対応するため、保健師等
専門的見地からの支援を実施す
る。

母子健康手帳交付時、新生児訪
問時にチラシの配布をして子育
て世代包括支援センターの周知
をしていく。専任の保健師が対応
するので円滑な支援が行えてい
る。

事業費 37,800 円

6 12

事務事業 000014 子育て世代包括支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

出産１ヶ月前電話訪問数
支援プラン策定数

目 2 ４９・１０ ６４・１０
件・
件

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 要綱 組織 子育て健康 課 健康推進 係

平成29年度新規事業のため周知が
必要。

今年度同様実施する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

○保育に欠ける児童を保育することを目的とし、充実した養
護と教育を行い、園児が安全で安心して過ごせる為の施設
の維持管理。
○藤原小中学校との合同運動会や地元の祭りなどに参加
し、地域との連携を図りながら保育を実践していたが、園児
がいないため休園となった。
○園行事を通じて保護者との連携を図る予定だったが、園
児がいないため休園となった。。
○平成２６年度休園、平成２７年度も引き続き休園予定。

休園となっているため建物及び
敷地の管理

事業費 509,932 円

6 21

事務事業 000015 第三保育園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 開園（保育）日数

目 4 0 0 日

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

藤原地区の地理的条件を考えると
町立保育園として存続したいが、申
込者がなければ休園するしかない。
将来的にも出生状況を見ると保育
園に入園する可能性は極めて厳し
い状況にある。

廃園に向けての検討

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

子ども園運営に伴う諸事業
・入園するすべての幼児に対する保
育、幼児教育、給食の提供
・園運営に必要な施設の維持管理
事業

勤務体系の見直し等を行った。

事業費 33,576,361 円

6 21

事務事業 000016 にいはるこども園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 開園（保育）日数

目 4 293 292 日

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係 求められる事務やサービスが多様

化していく中で、保育サービスの精
査、効率性などを考慮していく必要
がある。

働き方改革が求められる中で
の、安心安全、サービスの維持
を保つための勤務態勢等を検討
していく必要がある。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

①保育所に入所していない小学校就学
前の児童を保護者の一時的な都合で預
かる「一般型」、また、１号認定児を対象
に一時的に預かる「幼稚園型」事業。公
立は、児童の年齢及び利用時間に応じ
て、利用料を徴収し、私立の実施園に
は補助金を交付する。

各園の保育士の確保が困難とな
り、にいはるこども園のみ継続。

事業費 0 円

6 21

事務事業 000018 一時預かり事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 一時保育を利用した人数

目 4 1,647 719 人
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係 国・県からの交付金により実施する

「幼稚園型」については、保育士等
の職員配置の確認が複雑になり、
各園への指導や配置状況の調査が
課題になっている。

今後も継続する。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 13 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 10 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 17 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 17 ～ 年間

平成 30 8 13 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

就労形態の多様化に伴う延長保育
の需要に対応するため、民間保育
所等が通常開所時間を超えた保育
を行うことで、安心して子育てができ
る環境を整備する。

課題なし。

事業費 300,000 円

6 21

事務事業 000019 私立保育所延長保育促進事業費補助事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

延長保育を受けた児童の
数

目 4 3 3 人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係 延長保育に対応した保育士の人件

費コストは当該補助金では賄いき
れない。また、申請には詳細な資料
が必要で、事務量が多く、園の負担
になっている。

今後も継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

民間保育所等が行う、①1歳児が1
人以上の保育所等が行なう低年齢
児保育②食物アレルギー対策等、
保育内容向上のために支出した経
費に対する補助事業。

課題なし。

事業費 4,033,000 円

6 21

事務事業 000020 私立保育所保育充実促進費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 事業を実施した施設数

目 4 2 2 箇所

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係 県補助事業であり、低年齢児保育

や食物アレルギー対応の充実に資
する事業であるが、アレルギー対策
に関しては委員会の設置が必要
だったりと園にはハードルが高い。

現在低年齢児のみ該当している
が、アレルギー対策にも該当す
る整備を検討していく。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

民間保育所において、障害児（特別
児童扶養手当支給対象児童、身体
障害者手帳や養育手帳交付の支給
対象児童、町長が軽度の障害を有
すると判断した児童）の保育を行う
場合、町がその障害の程度により、
補助金を交付する。

課題なし。

事業費 502,720 円

6 21

事務事業 000022 民間保育園障害児保育事業費補助事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

障害児保育を行っている民
間保育所の数

目 4 2 2 園

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

重度の障害児への加配職員の人件
費等の補助のほか、加配までの必
要がない中度・軽度の障害児に対
する保育を行う場合、指導計画と支
援計画をつくるこが補助金支給要
件とし、障害児保育の充実がすべ
ての園で図れるようにする。

今後も障害児保育の充実が図れ
るように協議検討していく。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

公立認定こども園の児童が独立行
政法人日本スポーツ振興センター
の災害共済保険に加入し、在園中
の不測の事態・事故に備える。

課題なし。

事業費 34,220 円

6 21

事務事業 000023 保育・こども園児災害共済保険加入事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 災害共済加入者数

目 4 123 120 人
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

特になし。 今後も継続する。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 3 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 18 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 25 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 23 ～ 年間

平成 30 8 13 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績児童に健全な遊び場を与え、健康

増進及び情操を豊かにする児童福
祉事業の実施。

課題なし。

事業費 5,707,111 円

6 21

事務事業 000024 水上児童館管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

登録児童数・児童館開館
日数

目 5 79・295 72・289 人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

水上地区以外の利用者が参加しや
すい行事や開催場所等の検討。環
境整備のための計画と予算の計
上。緊急連絡網が整備されておら
ず、災害時などの保護者への連絡
が困難。

令和2年度　指定管理等検討。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

保護者が就労等で昼間家庭にいな
い小学生が、放課後を安全に安心
して過ごせる場として町内3か所で
クラブを実施。新治学童は町営、月
夜野学童は指定管理委託。建明寺
学園が実施の民間クラブには運営
費を補助。

町のホームページや広報等で支
援員募集についてを掲載し支援
員の確保に努めているが、人材
不足の課題はなかなか解消され
ない。

事業費 17,007,610 円

6 20

事務事業 000025 放課後児童健全育成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

開設日数・平均利用児童
数
（月夜野・新治・わかくり）

目 1
261・288・

209
49・26・12

255・287・
253

53・28・17

日・
人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係 利用児童数の増加に伴い、支援が

必要な児童が増えてきているため、
安全面に配慮した円滑な運営が行
えるようにするために余裕をもって
支援員を確保する必要がある。

共働き・ひとり親家庭が増加して
いる中で、小学校に通う児童が、
放課後や学校の長期休業中を
安心安全に過ごし、健やかな成
長を図るため今後も継続する。な
お、新治学童の運営を指定管理
か業務委託で検討する予定。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

子どもの保育施設までの送迎や一
時的な預かりなど子育ての援助を、
事前に登録された会員の相互援助
により有償で依頼できる事業で、
ファミリー・サポート・センターが援助
の仲介役となる。

町ホームページや子育てガイド
等にも事業の内容及び会員募集
について掲載しているが、利用
申請は少なく、援助したい提供会
員も増えない。

事業費 177,030 円

6 20

事務事業 000029 ファミリー・サポート・センター事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

提供会員及び両方会員数
(援助したい人)、依頼会員
数(援助を受けたい人)

目 1 23、32 23、34 人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係 平成25年度事業開始後、援助活動

の件数は、平成26年度3件（2人）、
平成27年度4件（1人）、平成28・29
年度は0件、平成30年度は25件（1
人）と極めて利用者が少ない。

援助を受けたい依頼会員は年に
１～２人会員登録があるが、利用
申請は少ない。これは身近に預
けられる人がいるという良い環境
なのではないかとも考えられるの
で、事業の継続について検討す
る必要がある。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

生後１歳から小学校３年生までの病
気回復期の児童で、保護者が就労
等やむを得ない理由により家庭で
の保育が困難な場合に一時的に預
かり保育を行う。

町ホームページや子育てガイド
等にも掲載しているが、問い合わ
せもなく、利用者もいない。

事業費 37,700 円

6 20

事務事業 000030 病後児保育事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 病後児保育の開所日数

目 1 0 0 日
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

平成23年度事業開始後、利用件数
は、平成25年度1人、平成26年度1
人、平成27～30年度は0件で利用
者がいない状況である。

沼田市が行っている病児保育事
業（利根中央病院）に広域的に
参加することも考えに含め、事業
の廃止を検討する必要がある。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 26 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 27 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 27 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 29 ～ 年間

平成 30 8 13 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

こども園が休みとなる休日保育を実
施している認可外保育施設と、町立
第三保育園が休園中であり、こども
園への通園が困難な藤原地区で実
施している認可外保育施設の運営
の安定を図るため補助金を交付す
る。

課題なし。

事業費 5,942,000 円

6 20

事務事業 000031 認可外保育所運営費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

認可外保育施設の数

目 4 1 2
事業
所

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし。

土日祝日の就労者及び藤原地
区の就労者が、安心して子育て
と仕事の両立ができるよう今後も
継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績町外の地域型保育施設（事業所内

保育所）に委託する児童がいる場
合、地域型給付費を交付する。

課題なし。

事業費 1,583,880 円

6 21

事務事業 000033 地域型保育給付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

地域型保育施設入所児童
数

目 4 1 1 人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

特になし。 今後も継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

町内私立保育施設（つきよのこども
園・水上わかくりこども園）および町
外に委託する広域保育施設等に対
し、施設型給付費・委託費を交付す
る。

課題なし。

事業費 293,097,444 円

6 21

事務事業 000034 保育等施設給付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実

町内保育等施設・町外保
育等施設

目 4 7 10 施設

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

特になし。 今後も継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

平成21年度に旧須川小を改修しに
いはるこども園が開園した。改修対
象とならなかった設備を中心に故障
等が頻繁になってきているので修
繕・工事・備品購入を計画的に図り
たい。

次長が事務長を兼務することで、
負担軽減を図った。

事業費 5,364,503 円

6 21

事務事業 000035 にいはるこども園環境整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 整備済案件数

目 4 7 4 件
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

園長も含め、事務職員が保育士で
実際の保育業務と平行して環境整
備にあたるため、指示監督の目が
行き届かない面がある。

慢性的な人員の不足のため、専
属の事務担当の配置を検討する
必要がある。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 29 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 17 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 20 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 47 ～ 年間

平成 30 8 13 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

私立認定こども園の運営の安定化
を図るとともに教育振興費補助、保
育促進事業に対して町単独の補助
を行い、子育て支援の拡充を図る。

課題なし。

事業費 12,693,000 円

6 21

事務事業 000036 子育て支援拡充事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 子育てするための環境の充実 補助件数

目 4 2 2 件

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

特になし 今後も継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

対象者の申請により祝金（第1子：7万
円、第2子：7万円、第3子：15万円。うち2
万円分は商工会が発行する商品券によ
り支給）を、申請月の翌月２０日に現金
振込、商品券は保健師による訪問時に
支給。出生時点で親の住所が6カ月以
上みなかみ町に登録されているのが条
件。

課題なし。

事業費 6,930,000 円

6 20

事務事業 000002 出産祝金支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援 出生数（暦年）

目 1 77 75 人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし。 今後も継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

小・中学校入学時にかかる費用の
負担軽減を図ることを目的に、対象
者からの申請により、みなかみ町商
工会が発行する商品券を入学支援
金として支給する。小学校入学時：
２万円中学校入学時：４万円

課題なし。

事業費 7,280,000 円

6 20

事務事業 000003 入学支援金支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援

入学者数（小学校・中学
校）

目 1 101・118 106・129 人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし。
少子化対策の一環として今後も
継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

対象者の申請により、認定し手当を支払う。
支払額は3歳未満は15,000円、3歳以降は
10,000円（ただし、3歳以上～小学校卒業に
限り、第3子以降は3歳以降も15,000円）。所
得制限超過者は5,000円。平成22年度から子
ども手当に制度変更。平成24年度から再度
実施。国の基準に則って実施。

課題なし。

事業費 208,507,875 円

6 20

事務事業 000004 児童手当支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援 受給者数

目 2 958 922 人
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし。 今後も継続する。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 0 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 8 13 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

・申請を受け付け書類を県に提出す
る。
・支給対象者：父母が婚姻を解消し
た児童や父又は母が死亡した児童
等を「監護している母」、「監護し、か
つ生計を同じくする父」、「父母に代
わって養育している者」

課題なし。

事業費 103,400 円

6 20

事務事業 000005 児童扶養手当支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援 受給者数

目 3 130 131 人

平成 30 8 20 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

受付時に必要な書類や手当額が毎
年改正されるため、パンフレットや
書類様式を常に更新し窓口に準備
しておかなければならない。また、
いつでも誰でも申請者に対応できる
ようにしなければならない。

今後も継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

妊娠届出をした妊婦に対し、受診票
を１～１４回分交付し妊婦健診費用
の助成を行う。転入してきた妊婦に
対しては、未使用の受診票を差し替
えて交付する。

子育て世代包括支援センターを
開設しているので徹底した指導
をしている。保健事業予定表や
広報紙で交付日を周知してい
る。

事業費 7,404,418 円

6 12

事務事業 000007 妊婦健康診査助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援

受診票交付枚数・妊婦健
診を受診した延べ人数

目 2 1187・987 1348・995 人

平成 30 8 20 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 健康推進 係 転入妊婦で、事前に問い合わせが

あった場合は母子健康手帳公布日
を紹介。
保健師が不在だった場合は電話連
絡を行う。

今年度同様実施する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

不妊治療を受けている夫婦の経済
的負担の軽減を図るため、みなか
み町不妊治療費助成事業実施要綱
に基づき、不妊治療に要する医療
費の一部を助成金として交付する。

助成金額は増やしているが不妊
治療できる人のみ実施している。
助成金額が増額したが申請数が
増えているわけではない。

事業費 578,000 円

6 12

事務事業 000008 不妊治療費助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援

不妊治療費助成金申請件
数（延）
・不妊治療費助成組数
（実）
・不妊治療後の妊娠届件
数

目 2 7・6・3 6･6･3
件・
組・
件

平成 30 8 16 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 健康推進 係

経済的負担が大きい。
事業の周知徹底を図る 今年度も同様実施する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績国民健康保険加入者の出産した場

合に保険外診療の出産費用の負担
を軽減するための事業

特になし

事業費 8,673,410 円

7 8

事務事業 000009 出産育児一時金支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援 支給件数

目 1 18 21 件
事業
期間

継続事業 会
計

2 款 2 項 4

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 町民福祉 課 窓口・医療 係

特になし 特になし



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 24 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 47 ～ 年間

平成 30 8 16 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

乳幼児・重度心身障害者・母（父）子
家庭に対し、医療機関で受診された
ときの医療費の自己負担分を福祉
医療費として支給する事業。

特になし

事業費 148,558,159 円

6 12

事務事業 000010 福祉医療費支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援

受給資格者数（年度末現
在）

目 4 2,526 2,422 人

平成 30 8 16 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 町民福祉 課 窓口・医療 係

群馬県内全ての市町村が一定の要
件で実施している。

特になし

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

入院加療を必要とする未熟児（出生
時2000ｇ以下又は身体機能が未熟
のまま出生した乳児）に対して、医
療の給付を行う。

特になし

事業費 0 円

6 12

事務事業 000011 未熟児養育医療給付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援 受給者数

目 2 1 0 人

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 4 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 町民福祉 課 窓口・医療 係

特になし 特になし

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

町内に新築･増改築･取得する子育て家
庭及び新婚家庭に対し対象工事費の
10%を補助する。
対象者は中学生以下の子を養育または
婚姻届提出後3年以内かつ夫婦の年齢
が100歳未満の世帯、町内に住所又は
新築後３年以上居住、滞納がない。

広報、ホームページの周知によ
り、認知度が高くなった。年々申
請者が増加している。

事業費 34,457,000 円

6 20

事務事業 000012 子育て家庭住宅整備補助金交付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援 補助金支払い件数

目 1 10 38 件

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

平成30年度から要綱を改正し、対
象者、対象事業、対象施工業者を
拡大したことを、広報やホームペー
ジにより周知を図る。

今後も継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

保護者の所得に応じて、保護者の経済的負担を軽減すると
ともに、公・私立幼稚園間における保護者負担の格差の是
正を図り、幼稚園への就園を奨励することを目的とした保育
料補助事業。事業費は、国庫補助の対象となる申請のあっ
た保護者において、国庫補助限度額の１／３を国から、２／
３を町から保育料補助として支出している。(ただし、新制度
へ移行した幼稚園は除く） H30実績なし。

事業費 0 円

6 21

事務事業 000013 幼稚園就園奨励費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援 補助件数

目 4 0 0 件
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

近隣市町村では、新制度に移行し
ない園がないようなので、この事業
を継続していくかを検討する必要が
ある。

継続の検討。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ 27 ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 8 13 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

子育て世帯の経済的負担の軽減や
子どもの健全育成のため、こども園
の児童の保護者(生活保護世帯に
限る)が支払うべき実費徴収費用を
援助する。

課題なし。

事業費 90,800 円

6 20

事務事業 000015 保育関係施設実費徴収に係る補足給付事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援 補助件数

目 4 2 1 件

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし。
地域子ども・子育て支援事業の
一環として、国の実施要綱に準じ
て今後も継続する。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績町村会からの子育て支援に対する

寄付を活用し町内の小中学生に体
育着を無償配布する。

特になし

事業費 1,914,150 円

6 21

事務事業 000017 体育着購入支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援

新入生（１年生）配布数

目 1
303
129

116 着

平成 30 8 13 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

30年度から新入生対象の事業とな
り、３年間の成長を見越した採寸が
必要になる。製造の関係で早期に
支給サイズを決定しなければならな
い。・プリントの剥がれ等製造ロット
により不良が発生した。

特になし

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

若者の希望する結婚が、それぞれ
希望する年齢でかなえられるよう、
結婚における支援の充実、結婚・出
産を希望する若者世帯・子育て世
帯が望む住生活の実現を図る

町ホームページ、町発行の子育
て支援ガイドブック、群馬県作成
のチラシに制度を掲載した。

事業費 0 円

6 20

事務事業 000018 結婚支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 子育てのための経済的な支援

結婚新生活補助金補助件
数
イベント開催

目 1
3
2

0
件
回

平成 30 8 14 元

事業
期間

期間限定 会
計

1 款 3 項 2

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 子育て健康 課 子育て支援 係

認知度が低いため、周知に対する
取り組みが必要。

前年も申請が少なく、今年度は
申請がなかった。事業の継続に
ついて検討する必要がある。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

・地域子ども会及び指導者並びに
関係者の連絡調整。
・町内の子ども会員を対象とした行
事の実施。
・上部団体（郡、県）等との連絡調
整。

夏の親子ラフティング体験教室
は人気があり子育連の主催事業
であることをピーアールした。

事業費 250,000 円

6 18

事務事業 000001 子ども会育成団体連絡協議会活動支援事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 青少年の健全育成支援 総会、研修会回数・行事数

目 1 １・２・２ １・２・２ 回
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 10 項 5

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 生涯学習 課 生涯学習推進 係

少子化の影響で会員や子ども会組
織が減少しつつある。
価値観の変化から子ども会組織の
意義について理解が得られない。

町民に子育連を知ってもらい、多
くの会員が行事等にかかわりを
もち新規事業を開拓すると共に、
地域に於ける子ども会の役割を
考えていく。



03_子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 8 14 元

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

町行政区長からの推薦を受け、群
馬県知事の委嘱による青少年育成
推進員による「みなかみ町青少年
育成推進員連絡協議会」を中心に
町内パトロール・社会環境調査等の
実施、地域懇談会への出席、町の
青少年健全育成に努めている。

小中学生を対象として朝のあい
さつ運動や、高校生を対象とした
電車内パトロール等を実施した。

事業費 605,587 円

6 18

事務事業 000002 青少年育成推進員連絡協議会活動支援事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 青少年の健全育成支援

事業回数
（パトロール・研修数・あい
さつ運動）

目 1 ６・４・３ ６・４・３ 回

平成 30 8 20 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 10 項 5

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 生涯学習 課 生涯学習推進 係

青少年を取り巻く環境への理解、
（携帯のフィルタリング等）それぞれ
の地域での活動内容の充実。研修
会開催。

春・夏・冬の青少年健全育成運
動の実施等の調査結果を踏ま
え、今後新たな取り組みにつな
げていきたい。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

放課後や休日の子どもの安全・安心な
居場所を設けるため、地域の安全管理
員のもとに、学校の空き教室・体育館等
を利用し、読み聞かせや工作・ゲーム・
体験活動などを行う。管内小学校単位
で、対象学年・実施回数・時間・活動内
容等は各教室で決定し、運営する。

運営委員会の開催及び各教室
のヒアリング等を行い、実態や
ニーズの把握を図った。

事業費 1,490,884 円

6 20

事務事業 000003 放課後子ども教室事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 青少年の健全育成支援 年間実施回数

目 1 148 148 回

平成 30 8 14 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 10 項 5

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 生涯学習 課 生涯学習推進 係

安全管理員の謝金は、かける時間
と手間暇を考えると現状でさえわず
かなものである。最終的に補助金は
なくなるという前提のもと、少しずつ
経費を削減するよう努め、理解を求
めていく。

安全管理委員の努力により、活
動はますます充実してきている。
運営委員会の開催及び各教室
のヒアリング等を行い、実態や
ニーズの把握を図る。

施
策
体
系

施策 03 子育て支援の充実
事業実績

利根郡子ども会育成団体連絡協議
会への事業等へ参加するための負
担金。全体予算額120,000円を各町
村人口割りにて計算して算出してい
る。
郡子ども会の事業としては、研修会
及び郡カルタ大会を実施している

積極的に郡の行事に参加・協力
を行う。

事業費 56,000 円

6 18

事務事業 000004 利根郡子ども会育成団体連絡協議会参画事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 青少年の健全育成支援 事業回数

目 1 3 3 回
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 10 項 5

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 生涯学習 課 生涯学習推進 係

各町村とも少子化や地域の協働意
識等の低下により、子ども会の活動
が弱体化しているため、郡全体の
取り組みについても衰退している。

単位子ども会自体への助成・補
助などを行い、自主的な活動を
促すことが必要である。


